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新型コロナウイルス感染症に伴う 

丹後地域中小企業・小規模事業者支援に関する緊急要望 

 

 平素から、丹後地域の商工会、商工会議所の事業運営並びに地域経済の活性

化に格別のご理解とご支援を賜り、厚くお礼申し上げます。 

さて、世界的に猛威を振るう新型コロナウイルスの感染拡大により、わが国

においても、一昨日全国７都府県に「緊急事態宣言」が発出され、日本経済は

急激に悪化し、丹後地域の企業活動にも大きな影響がでています。 

京都府におかれましても、中小企業・小規模事業者への総合的な支援施策に

ついて、国へ緊急要望を的確かつ迅速にご対応をいただいておりますことに

心から感謝申し上げます。 

こうした中、緊急事態宣言の発出とともに、国の「新型コロナウイルス感染

症緊急経済対策」が発表され、その実効性に大変期待しているところでござい

ますが、未だ事態収束の見えない中、地域の中小企業・小規模事業者は事業継

続への大きな不安を抱えています。 

丹後地域におきましても、観光客の激減（キャンセルの増加）に伴う観光関

連事業者、そして３つの密（密閉・密集・密接）の危険性のある飲食業におい

て深刻な影響が生じているほか、機械金属加工業、織物業など様々な業種で売

上や受注の急減などにより経営環境は厳しさを増しており、事態が長引けば、

倒産、廃業といった危機的な状況に陥ることを大変懸念しているところであ

ります。 

このため、地域の雇用と地域経済を支えている中小企業・小規模事業者の経

営安定化が図れるよう、緊急支援策を講じていただきますようお願い申し上

げます。 

また、今後、感染の拡大が収束に向かう時期においては、地域経済の速やか

な回復を図るため、丹後地域における主要産業である観光業・飲食業の誘客・

活性化対策のほか、織物業・機械金属加工業など、全業種にわたる販路拡大や

売上向上に向けた取組みなど途切れのない支援策を講じていただきますよう

重ねてお願い申し上げます。 

 京都府におかれましては、丹後地域の中小企業・小規模事業者の窮状をご賢

察いただき、何卒格別の措置を講じていただきますよう別紙のとおり要望い

たします。 
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（別紙） 

◇ 緊急支援策の要望事項 

   緊急支援策として、下記事項について要望いたします。 

１  支援施策の申請書類の簡素化と手続きの迅速化 

２  新規、及び借換融資の柔軟な対応と返済猶予への対応 

３  既存借入金の返済猶予、及び当該期間の利息凍結 

４ 制度融資に伴う信用保証料の全額直接補助 

５ 雇用調整助成金の差額企業負担分の全額助成 

６ 雇用調整助成金の受給限度額の引上げ及び支給限度日数の延長 

７ 公共事業、物販等における早期発注・支払いと工期・納期の配慮 

８ 地方税の納付期限延長、減免 

９ 経済活動の維持に必要なマスク、消毒薬の確保 

10 新型コロナウイルス感染症発症時の費用支援（消毒・在庫廃棄等） 

11  国の「持続化給付金」の強力な推進及び追加支援 

12 京都府において緊急事態宣言が発出された場合における休業要請 

事業者に対する休業補償制度の創設 

 

◇ 収束期における要望事項 

  事態収束期における強力な景気浮揚対策（人の交流促進、消費喚起対策）  

として、下記事項について要望いたします。 

１ 国内外への誘客プロモーション活動の実施 

２ 団体旅行、教育旅行販売促進への支援 

３ 高速バス・京都縦貫自動車道・京都丹後鉄道の料金割引措置 

４ インバウンド受入環境整備の支援制度の拡充 

５ 地域経済活性化対策事業（地域賑わいイベント等）への支援 

６ 展示会・商談会等の開催・出展による販路拡大への支援 

７ 国の「Ｇｏ Ｔｏキャンペーン事業」の強力な推進及び追加支援 


